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教師 の成長プロセ スと教職大学院教育の課題

竺沙知章

京都教育大学大学院連合教職実践研究科

１．教師教育の課題

学習指導要領の改訂により、学校に対して「主体的、対話的で、深い学び」という新たな学

びが求められている。また「カリキュラムマネジメント」も行うことが必要とされ、学校全体

で、組織的に教育を進めていくことが必要とされている。こうした要請は、授業方法や教材の

内容の革新を促すものであり、教師の資質能力の向上が課題とされている。

中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」(2015 年12 月21 囗）では、「これからの

時代の教員に求められる資質能力」として、「これまで教員として不易とされてきた資質能力」、

「自律的に学ぶ姿勢を持ち、時代の変化や自らのキャリアステージに応じて求められる資質能

力を生涯にわたって高めていくことのできる力」、「情報を適切に収集し、選択し、活用する能

力や 知識を有機的に結びつけ構造化する力」、「新たな課題に対応できる力量」「組織的・協働

的に諸課題の解決に取り組む力」を提示し、その向上、醸成を改革の課題としていた。

以上のような答申は、これまでも幾度となく提起されてきた。その時々で、学校教育に求め

られる課題は異なるものの、いずれも学校教育の課題とされている問題状況に対処できること

が、必要な資質能力として捉えられ、その育成、向上が教師教育の課題とされてきた。教師教

育の政策としては、学校教育の課題への対応を教師に期待するのは当然であり、そうした状況

に対応できることを力量として捉え、政策的に期待される実践や行動することを教師に求めて

いる。

教師の資質能力の向上を求めることは、学校教育の質的改善を図っていく上で欠かせない条

件として認識されるのは当然のことである。問題となるのは、資質能力に対する認識、そして

資質能力向上のプロセス、すなわち教師の成長プロセスに対する認識であろう。これまでの改

革論議は、問題への対応、教師に求める行動を列挙し、それを教師の資質能力及びその向上と

して課題を設定するものであった。　したがって、教師に対して規範的に一定の行動を求め、資

質能力向上のための研修の高度化を求める改革が進められることになったと言えよう。

社会の状況、子どもの状況を見ると、学校のあり方、学校教育の質を見直すことは重要であ

る。そのためには、その教育を徂う教師のあり方、そして学校の組織のあり方を見直し、改革

していくことが必要であろう。では、教師の資質能力の向上、すなわち教師の成長のプロセス

をどのように理解すればよいのであろうか。それは、教師の思考であったり、教師が実践の申

で活用している知識の内容や性質であったり、教師の実際の実践を分析することにより、明ら
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かにさ れる であろ う。 また重 要 なこ と は、 教師 自身 が分析 し てい く ことで あろ う。

２。教師の成長プロセス

（１）教師の教育実践と知識

教師の教育実践に対して、その行動ではなく、判断のプロセスとして理解し、その支えとな

る知識を究明しようとする研究が蓄積されている。シュルマン(Lee Ｓ. Shulman) は、教師の

知識について、教育内容の知識（Ｃｏｎtｅｎt Knowledge) 、教えるための内容知識(Pedagogical

Content Knowledge, ＰＣＫ）、カリキュラムの知識(Curricular Knowledge) に分類してい る1．

その中で特にＰＣＫ が重要視されている。 ＰＣＫ は、教師の専門職性 の議論において、教育内容

の知識を排除してしまうほどに教育方法のアプローチに焦点が当てられていたことに対して、

教育内容の知識と教育方法の知識のバランスをとることの必要性を主張し、両者を合わせた知

識として提唱された教師特有の知識である。 ＰＣＫ は、教えるための教科内容の知識である。

以上のような知識を基に、教師は授業をデザインし、実践を行っていると捉えられている。

そしてこのような実践は、常に更新、改善を図り、それにより教師の成長が促されることが必

要となる。そこに教師の学びがみられるはずであり、教師の専門職としての学び(professional

learning) を探求し、その水準を引き上げていくプロセスがなければならない。では、専門職

としての学びをどのように理解すればよいのか。

上述したように、教師の教育実践を判断のプロセスとして理解するとするならば、専門職と

しての教師の学びは、判断の質を高めていくものであることが必要であろう。ショーンが提起

した専門職像、すなわち「反省的実践家」として教師をとらえるとするならば、教師は、自ら

が見出した問題やジレンマを認識し、探究するという認識のプロセスにより、実践する専門職

と理解することができる。そのように捉えれば、教師は、実践の中に問題を見出し、探求する

という実践を進めており、自らの認識、実践そのものを省察することにより、その判断の質を

高めるという学びが求められると言えよう。

今日の学校教育において、学習覬の転換が求められており、当然に、教師に求められる判断

は、学習蜆の転換に対応することが必要となる。今日の学習科学に基づけば、求められている

のは、「目標剔出型」への学習・評価蜆の刷新であり、それは、児童生徒自らが目標を見出し

ていくような学習であろう2．そのような学習を志向するならば、教師は、常に、児童生徒の学

びに向き合い、その学びの実態に応じて、様々に指導のあり方、教材や授業方法を柔軟に用い

て、常に見直しを図りながら、授業を進めていくことが必要となるであろう。そこでは、児童

生徒の学びを敏感に受け止め、その実態について判断しながら、状況に応じて、必要なかかわ

り方を適切に進めていくことができる力量が求められる。　したがって、教師に必要な知識につ

いても、子どもの学習との関係の中で、常に見直しがなされなければならない3．

（２）教師の成長のプロセス
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以上のように考えるとするならば、教師の成長は、教師自身の学びのプロセスとして理解す

べきであり、教師の学びは、子どもの学びとの関係の中で捉える必要があると言えるであろう。

したがって、教師の学びそして成長は、学校において職務の中で、その実践を通じて果される

ことが求められる。

アメリカでの教師教育の研究動向をみると、効果的な専門職としての職能開発の条件として、

組織文化の重要性に焦点が当てられており、学校における協働性、教師のリーダーシップ、意

思決定の共有化を促進することが有効であると指摘されている4．学校での実践を通じて、教師

の成長を図る仕組みを構築することが意図されていると言える。アメリカでの実践は、研究に

よりその成果が実証されているアプローチが採用されており、研究に基づく専門職の職能開発

が試みられている。そのアプローチとしては、コーチング、教師のリーダーシップ、専門職学

習共同体が、効果的な専門職の職能開発のプログラムにおいて重要と考えられる特徴を多く含

むものとして認められている5．これらの研究は、教師が、専門職として成長できる学校のあり

方を示すものであり、学校の組織文化の変革を通じて、教師の専門職としての力量向上を図ろ

うとする考え方である。

また教師の専門職としての学びについては、３つのタイプがあるとされている。第１のタイ

プは、実践に関する知識(knowledge for practice)と捉えられているものであり、その概念で

は、教師がその実践を改善するために活用する知識や理論として共通に参照されるものを、大

学の研究者が産み出しているということが想定されている。つまり、研究者が産み出す知識や

理論を大学での講義や研究者の講演などを通じて教師が学ぶことを前提とするものである。第

２のタイプは、実践における知識(knowledge in practice)と考えられているものであり、教える

ことに関する最も重要な知識には、多くの人が実践知と呼んでいるもの、非常に有能な教師が、

実践や実践に関する省察の中で体にしみこんでいるように知っているものである。この考え方

は、教師が学ぶのは、専門家としての教師の仕事の中で知識を厳密に検証したり、教室での豊

かな学習の相互作用に関する賢明な判断者としてあるいはその設計者として、自らの知識や専

門的意見を深めたりする時であるということを前提とするものである。そして、第３のタイプ

である実践の知識(knowledge of practice)は、知識の創造や知識の活用そのものを問題とする

ものであり、知識や教えることに関する疑問が常にオープンになっているところに特徴がある。

このタイプ知識と実践に関する概念の基礎は、教師は、その生涯を通じて、実践の知識を生み

出すうえで中心的で重要な役割を果たすというものであり、それは、教室や学校現場を問いの

対象とし、学校での活動をより大きな文脈で捉え、そして理論や研究に対して批判的な観点で

捉えることにより果たされるものである。この考え方は、教師が優れた授業をするために必要

とする知識は、教えること、学習者と学ぶこと、教科内容とカリキュラム、学校と学校教育に

関する組織的な問いから生み出されるというものである。またこの第３のタイプの実践の知識

は、教える知識の消費者あるいは観察者としての教師のあり方だけでなく、自らの専門職とし

ての学びのリーダーとしての教師のあり方に光を当てるものであり、教師が実践や信念を分析
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したり、批判したり、理解したりすることを必要とするものである6．これは、教師と知識との

関係を固定的に捉えるのではなく、柔軟に捉えようとする認識に基づくものであり、しかもそ

のことに教師自身が自覚的であることを求めるものであると言えよう。

以上のように、第３のタイプが、教師の成長を考えるうえで重要な視点を提供している。す

なわち、教師に必要な知識を、その性質、それが産み出されるプロセスによって示そうとして

おり、それは教師の学びのプロセス、成長の姿を表すものとして理解することができる。　した

がって、問題となるのは、教師がそのような学びを行うことができるのは、どのような学校の

あり方においてであるのか、という点であろう。そしてそれは、教職大学院教育においても求

められるものでもある。

３。教職大学院教育の課題

（１）教職大学院の使命

教職大学院は、専門職大学院として創設されたものであることから、そこで展開される教育、

院生による学びは、専門職としての教師の学びであることが必要である。しかも教職大学院に

期待されていることは、在籍している院生の専門職として教師の力量を高めることだけではな

く、修了生か学校においてその成果を発揮することにより、学校教育の水準を向上させること

である。　したがって、教職大学院では、院生に対して、子どもの学びだけでなく、教師自身の

専門職としての学びが、豊かに展開される学校のあり方を考えさせ、その実現に向けた組織化

の力量を身につけさせることも課題となる。そして、教職大学院教育そのものが、専門職とし

ての教師の学びと言いうる内実を備えていることが欠かせない。

教職大学院教育のあり方について、上述の３つのタイプに即して考えるならば、第１のタイ

プ、第２のタイプを踏まえつつ、第３のタイプの知識を中核にして、教育のあり方が探求され

なければならないであろう。この第３のタイプの実践の知識という概念は、学校と大学との協

働的なパートナーシップの関係から生じる学校での教師の探求的なコミュニティにおいて明

らかに表れているという7．つまり、実践の知識を探求する取り組みが、教師と大学の研究者と

の協働において展開されているところで、豊かな実践の知識が産み出されているとみることが

できる。

学校などの探究的コミュニティで産み出される知識をより理解するために、教師の姿勢、あ

り方として、探究的姿勢(inquiry as stance) ということが提起されている。　これは、知識に

対する向き合い方、そして知識と実践との関係に対する向き合い方を問題にするものである。

探究的姿勢をとる教師や教職課程で学ぶ学生は、その状況特有の現場の知識（１０ｃａｌ knowledge)

を産み出し、その実践を描いたり、理論化し、理論や研究を解釈したり、体系的に検討すると

いう活動を探究的コミュニティにおいて行うとされている8。

以上のような探究的姿勢に着目するならば、そのような姿勢をとりながら、学校や教職大学

院において取り組んでいくことが求められる。今日の日本における学校教育の現状を見るなら
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ば、教育改革が国主導で強力に推進され、次期学習指導要領においても、主体的で、対話的な

深い学びというような新たな授業、学習のあり方が学校に対して求められ、その力量形成が教

職大学院の課題とされている。　しかしこうした明確な目標設定による教育の変革は、「一元的

操作モデル」（菊地栄治）として捉えることができる動きであろう。「一元的操作モデル」とは、

国によって「国際化」「情報化」など斉一的な社会変化が語られ、それに対応する望ましい人

間像が設定されることにより、その達成を目標として政策が策定され、実施が一元的に求めら

れるというような政治的、政策的モデルである9．しかしそ うしたモデルによる変革は、菊地に

よれば、教師の自律性を後退させ、学びの本質である「かかわりの深さ」「他者を通して変え

られていく機会」が犠牲になっているという10。それを克服するために、菊地が提起している

のは、「多元的生成モデル」である。それは、「相互的主体変容」というプロセスを想定するも

のであり、人間と社会の限界性に向き合うことを中核にして、その中で相互に主体的に関わり

ながら知を産み出していくプロセスとして理解することができる11．このような教育を展開し、

またそ れが学校においても行われるように教師を育成していくところに教職大学院の使命が

あると言えよう。

（２）専門職としての教師の学びと教職大学院教育

教職大学院は、目的性が強く、法令によって設定される設置基準に沿って教育していくこと

が求められることから、「一元的操作モデル」の方がより当てはまる傾向にあるかもしれない。

したがって、課題となるのは、「多元的生成モデル」に適った教師教育となるように、カリキ

ュラムを編成し、授業を設計することである。そのためには、授業において、院生の主体性に

より、相互に対話を重ねながら学ぶことにより、教師として成長していくというモデルを描く

ことができるであろう。そこでの学びは、「人間や社会や自身の至らなさに丁寧に向き合うこ

とを意識して促すような経験を大切にする」12ものであることが求められるであろう。

そうした学びは、社会や学校の実態、そこで生じている様々な事象に即したものであること

が必要である。専門職としての学びについて、佐藤学は、ケースメソッドによって遂行されて

きていることを指摘している。それには、実践的な問題解決のための専門的な概念や原理を教

育する方法として活用される伝統と、実践的な問題解決のための思考の方法を教育する伝統が

あるという13．概念、原理と方法を習得し、高度化を図っていくことが必要ではあるが、「実践

的な問題解決のため」という目的そのもの、そしてその状況に対する認識を深めていく教育、

教師としての学びが必要となるであろう。

その場合に問題となるのは、事例への向き合い方であり、「探究的姿勢」を促す教育が必要

となる。専門職としての教師の活動としては、学校において活発に行われている実践研究を教

職大学院教育の手法としても実施していくことが有効であろう。すなわち、学校教育に関わる

実践研究を教職大学院において、その教育として実施していくのである。教職大学院では、学

部新卒院生も含めて、教員免許状を有する院生であることから、その学びは教師としての学び
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と考えるべきであり、実践研究として設計されなければならないであろう。

学校における教育実践研究に関して、佐古秀一は、教師あるいは学校の位置づけとして、研

究知の消費者としての側面（知識消費者モデル）と実践知の生産者としての側面（知識生産者

モデル）を有しているとして、そのどちらの側面を重視するかによって、教育実践研究を「知

識消費型実践研究」と「知識生産型実践研究」とに区分している14．佐古 は、前者の必要性を

認めつつ、後者の「知識生産型実践研究」を進めていく重要性を指摘している。「知識消費型

実践研究」は、研究者が提起する実践に関する知識を習得することを目的とする際には、必要

な実践研究として認められるであろうが、実践における知識や実践の知識に関しては、教師自

身が実践の中での経験を意識化したり、実践そのものを分析したり、解釈したりしながら得ら

れる知識であることから、「知識生産型実践研究」によって産み出されるものと捉えることが

できる。

教職大学院教育の問題として考えるならば、院生が知識を消費するような学びではなく、知

識を生産する学び、主体的な研究が展開されなければならない。専門職としての教師の学びと

して教職大学院での院生の学びを考えることが必要であり、教職大学院のカリキュラムや授業

のあり方が、そのための条件を備えていることが必要である。その条件は、専門職としての教

師の学びとして、アクションリサーチなど研究として実践されることが求められ、そのために

学校組織のあり方として「専門職の学習共同体」と言えるような組織であることが求められる。

「専門職としての学習共同体」とは、教師が、自らと生徒の学習を向上させることを目的と

して、日常的に出会う継続しているグループとして定義され、それは、専門職の学びを行う舞

台を提供するものである15．デュフール（ＤｕFoｕr）のモデルに基づきながら、織田泰幸は「専

門職の学習共同体」の特徴を整理しているが、それによると、使命・ビジョン・価値・目標の

共有､ 学習に焦点のある協働文化､ 最善の実践や現在 の現実についての集合的研究､ 行為志向、

連続的な改善への関与、結果志向、という６点を特徴としている。そして重要なことは、そう

した共同体になるために、学校が上記のような特徴を備えた組織となるように教師自らが文化

を変容させ、創り上げることであり、そうした文化を構築するために、緊密な文化と緩やかな

文化、トップダウン型とボトムアップ型といように、対立的に捉えられるような文化の共存を

模索する能力を構築することが目指されている16。

以上のように「専門職の学習共同体」を理解するとするならば、教職大学院は、「専門職の

学習共同体」となるべく取り組みを進めていくべきであろう。そのためには、教職大学院の教

育によって、教職大学院それ自体を「専門職の学習共同体」にしていくとともに、教職大学院

の取り組みにより、学校が「専門職の学習共同体」になることを促進することが目指されるべ

きであり、その中で院生と大学教員とが、「専門職の学習共同体」の特徴を生み出していくこ

と目指して協働していくことが必要であろう。ここでの学びは、前章で見た第３のタイプに属

するものであり、知識を消費したり、観察したりするのではなく、知識を産み出すものである

ことから、教職大学院教育としてみるならば、院生は知識を生み出す存在として位置づけられ
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ることになる。京都連合教職大学院が掲げている「大学院知」は、院生が消費するものではな

く、産み出すものとして理解されなければならない。　したがって、教職大学院教育では、大学

の教員と院生とが、共に知を産み出す関係として協働していくことが必要となる。

（３）教師の実践研究と「大学院知」

教職大学院での学びにおいては、院生と教員との間で、学校教育、教育実践について、実践

研究がなされ、事例研究などを通じて様々な議論が行われることになるが、それが、より豊か

な学びとなるためには、制度的に求められる課題をそのまま受け止め、忠実に実行するのでは

なく、教師自身が自らの感覚に従い、いわば当事者性をもって、現実を見つめ、その目標や取

り組みの内容を自律的に考え、語っていくことが欠かせないであろう。このような取り組みは、

「一元的操作モデル」の呪縛から自由になること（菊地）、制度的な語彙をアンラーン（学び

ほぐし）すること（水本17）など、今日の公教育の現状を自覚的にとらえ、自らそこから距離

をとるような、そうした現実そのものを分析することにより、子どもの現実の姿、課題を浮か

び上がらせ、それに向き合う主体的な学びを必要とするであろう。

「一元的操作モデル」の呪縛から自由になること、制度的な語彙をアンラーンすることは、

容易なことではない。それを可能にするのは、日常に流されるのではなく、日常の営みを相対

化し、リフレクションすることにより、それまで見えていなかった現実、現象を捉えようとす

る営み、思考であろう。そこに教職大学院での教育、学びの意義があり、そこで触れたり、獲

得したり、産み出したりするのが、「大学院知」ということになる。それは、制度から自由に

なるということを意味するが、教職大学院そのものが、強い目的性をもって創設された存在で

あることから、文部科学省の設置基準のもとで、教育委員会と学校との連携、協働が制度とし

て求められている以上、制度の中に位置づけられた存在である。　したがって、自由になるため

には、自らの存在、立ち位置を厳しく見つめ、常にリフレクションしながら教育研究を進めて

いくことが必要である。

今日の学校教育をめぐる改革が、達成すべき目標を明確にし、その実現をエビデンスをもっ

て検証しながら、制度を一元化して進められているが、しかしそうした改革によって、実際の

学校における営みがすべて全面的に一色に染められるわけではなく、教師も子どもも様々な反

応をしている。そうした反応が、制度的な視点で見るならば、逸脱行動、問題行動として映っ

たり、反抗的で、組織的なマネジメントの阻害要因と映ったりすることもありうるが、一元化

されない部分は必ずあるのであり、そうした部分に光を当て、意識して向き合うこと、そうし

た部分に対して自らが感じる意識、認識そのものを見つめることが、自由となる手掛かりとな

るかもしれない。ただ注意すべきは、そのことを教職大学院教育の目標とした途端、それは制

度化の網に掬い取られる恐れがあり、フォーマルな目標として設定することは難しいことであ

る。その意味で、院生の自由な学び、研究が重要であり、それを通じて、大学の教員と院生と

が協働して、対話を重ねながら、新たな知を産み出すことを大切にすべきであろう。
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